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資料４

調査件数について

全国で行われている土壌汚染の調査について、法対象、条例・要綱対象、自主調査

の割合に関しては、以下のとおり。

（１）指定調査機関現況調査結果（環境省調べ）

○環境省が、指定調査機関のＨ１８年度の活動状況を把握するため、全指定調査機関に

（１，６６１の指定調査機関のうち、平成２０年２月末時対して行った現況調査結果

点で回答のあった１，５９５機関の調査実施件数を集計したもの（回答率９６％ ））

Ｈ１８

調査実施件数 １４，０３２（受注件数)

法対象 ３６８（ ３％）

条例・要綱対象 １，５９７（１１％）

その他 １２，０６７（８６％）

（注 「その他」は 「法対象」及び「条例・要綱対象」以外のものであるが、そ） 、

のほとんどは自主調査であると考えられる。

・集計対象は 「元請」受注の件数としており 「下請」受注との重複回答は避けられて、 、

いる。また、履歴等調査のみを行った調査は除外し、土壌を採取して行った調査を対

象とした。

・ただし、受注件数ベースの報告となっているため、同一の調査サイトで複数の調査が

発注された場合には、複数件として報告されているので、調査サイト数は上表の調査

実施件数よりも少ない。しかし、法対象、条例・要綱対象、自主調査のいずれも受注

方法に大きな差はないと考えられるので、調査サイト数に占める法対象、条例・要綱

対象、自主調査の割合は、調査実施件数に占めるその割合と大きく変わらないものと

考えられる。
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（２）土壌汚染状況調査・対策に関する実態調査結果（(社)土壌環境センター調べ）

前回懇談会の資料で示した(社)土壌環境センターの調査データには、土壌を採取せ

ずに履歴等調査のみを行った調査の件数が「条例・要綱対象調査」及び「自主調査」

に含まれていたことから、今回はそれを除外した件数を示す。

○(社)土壌環境センター会員企業に対する実態調査結果（Ｈ１８年度）

Ｈ１８

６，３２２調査実施件数（受注件数)

１２４（ ２％）法対象

５８４（ ９％）条例・要綱対象

， （ ）自主調査 ５ ６１４ ８９％

・これを （１）の指定調査機関調査結果と比べると、法対象、条例・要綱対象、自主調、

査の割合はほぼ同じ割合となっている。ちなみに、Ｈ１８年度の調査実施件数の合計

でみると、指定調査機関調査件数（１４，０３２件）の約４５％となっているが、こ

れは、(社)土壌環境センターの会員企業を対象とした調査であるためである。

・なお （１）の指定調査機関調査と同様に （２）の調査の集計対象は 「元請」受注、 、 、

の件数としており 「下請」受注との重複回答は避けられている。また、受注件数ベー、

、 、 、スの報告となっているため 同一の調査サイトで 複数の調査が発注された場合には

複数件として報告されている。

○調査の実施による「汚染あり」の内訳（Ｈ１８年度）

上記の(社)土壌環境センター実態調査結果の調査実施件数のうち 「汚染あり」と回、

答があったものについての内訳は以下のとおり。

Ｈ１８

「汚染あり」 ３，２４５（受注件数)

法対象 ８５（ ３％）

条例・要綱対象 ３９０（１２％）

自主調査 ２，７７０（８５％）
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＜参考＞法施行状況調査結果「年度別の土壌汚染判明事例 （環境省調べ）」

（ ） 。○都道府県・政令市が把握した調査事例数 法対象以外を含む の推移は下図のとおり

○法律の施行後であるＨ１５年度以降のものについてみると以下のとおり。なお 「その、

他」は 「法対象」及び「条例・要綱対象」以外のものであるが、そのほとんどは自主、

調査であって都道府県・政令市が把握したものである。

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ 合 計

７５８ ８７５ １，１４９ ２，７８２調査事例数（調査サイト数）

（ ）法対象 ９０ １６４ １８３ ４３７ １６％

， （ ）条例・要綱対象 ４９４ ４８２ ６２１ １ ５９７ ５７％

（ ）その他 １７４ ２２９ ３４５ ７４８ ２７％

○上記調査事例のうち、基準を超過したものの事例数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ 合 計

３６５ ４５４ ６６７ １，４８６基準超過事例数（調査サイト数）

（ ）法対象 ２１ ４３ ４８ １１２ ８％

（ ）条例・要綱対象 ２００ ２３１ ３１４ ７４５ ５０％

（ ）その他 １４４ １８０ ３０５ ６２９ ４２％

・ １ （２）で示した調査結果と比べて、事例数が少なくなっているが、その理由と（ ）、

して次のことが考えられる。

① （１ （２）は受注件数ベースでの集計であるのに対し、上記の法施行状況調査）、

は調査サイト数ベースでの集計となっている。

② その他（自主調査）については、都道府県・政令市により把握されている割合が

少ない。


